
令和８年８月

国家公務員災害補償法の見直し

趣旨

国家公務員災害補償制度がセーフティネットとして適切に機能するためには、補償内容が時代に即したものであり、民
間における災害補償制度との均衡を考慮したものとなっている必要

遺族補償年金の受給資格者要件について、配偶者が夫である場合にのみ課せられた要件を撤廃

遺族補償年金の年金額について、遺族が１人の場合の額を平均給与額×175日に見直し

補償を受ける権利の消滅時効の期間について、補償を支給すべき事由に該当するか容易に判断することができない疾
病※である場合には、療養補償等の消滅時効の期間を２年から５年に延長

【現行】 被災職員の死亡時に55歳以上又は一定の障害の状態にあることを求める要件

【見直し後】 なし（配偶者が妻である場合と同じ）

【現行】 平均給与額×153日（55歳以上の妻又は一定の障害の状態にある妻は175日）

【見直し後】 平均給与額×175日

改正内容

就労構造の変化等の状況、令和８年７月の遺族補償年金の支給要件等の見直しを内容とする労災保険法一部改正法
の成立を踏まえ、国家公務員災害補償制度においても、必要な見直しを実施

（令和９年４月１日施行）

国家公務員災害補償法を改正し、

※ 疾病の特性等を踏まえ人事院規則で指定（脳・心臓疾患、精神疾患等を想定）

本年の国家公務員災害補償法の改正についての意見の申出のポイント


